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１ はじめに

障 がいの有 無 に関わらず、地 域 で活 躍 したり、自 分 らしく暮 らせる

ようにするためには、地域やご近所での声掛けや助け合い、支 え合い、

つながりづくりが必要不可欠です。

令和 ３年 ４月に策定 したながふく障がい者プランにおいて、基本理

念は、「互いに声を掛け合いながら支え合い 自分らしく暮らせるまち

ながくて」と定めました。施設や病院でなく、地域で暮らすことを希望

する人 が、できる限 り自 分 らしく暮 らし続 けるためには、様 々な機 能

が必 要 です。長 久 手 市 においては、その機 能 を、複 数 の事 業 所 が担

い、ネットワークを強化することにより、本 市全体 として１つの地域生

活支援拠点を整備していきます。

この手引きによって、本市における地域生活支援拠点整備の考え

方を、関 係 者のみなさまにわかりやすくお示 し、連 携体 制づくりに役

立てていきたいと考えています。なお、障がい者自立支援協議会にて

行う評価を踏まえ、必要に応じて見直しを行っていきます。

２ 地域生活支援拠点等とは

地 域生 活支援 拠点等 は、障 がいのある人 の重 度化 や高齢化 、「親

亡き後 」を見 据え、住 み慣れた地域で安心 して暮らしていけるよう機

能を持った場所及び体制のことです。

長久手市の障がい福祉に関する資源を踏まえると、1 か所にすべて

の機 能 等 を整 備 するのではなく、様 々な主 体 が機 能 をもち、長 久 手

市全体で面的に整備 します。
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（出 典 ：厚 生 労 働 省 ）

３ 地域生活支援拠点の機能

⑴ 相談

社会福祉協議会に基幹相談支援センター業務 （より専門性の

高い相談対応 、地域移行 ・定着支援 ）及び障害者相談支援事業

（障がい者やその家族等からの一般的な相談対応 、支援 ）を委託

し、２４時間 ・３６５日の連絡体制を確保し、緊急の事態等に必要

なサービスのコーディネート、相談その他必要な支援を行う。

想定される事業所 役割

特定相談支援事業所

障害児相談支援事業所

一般相談支援事業所

障がい者基幹相談支援

○できる限 り緊 急 事 態 の発 生 を防 ぐ

ため、短期入所の体験利用や・・・・・な

どの調整を行う。

○特 定 相 談 支 援 事 業 所 及 び障 害 児
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【課 題 】

単身者等 、緊急時の支援が見込めない対象者に対して、自立生

活援助により定期的な訪問や随時通報を受けての相談対応が可

能であるが、市内には事業所がない。

⑵ 緊急時の受入れ・対応

障害福祉サービス「短 期入所 」を活用した常時の緊急受入体制

を確保した上で、介護者の急病 、障がい者等の状態変化等の緊

急時の受入れ、医療機関への連絡等の必要な対応を行う。

センター 相談支援事業所のみでは対応が困難

な場 合 は、障 がい者 基 幹 相 談 支 援 セ

ンターへ支援を依頼する。

○障がい者基幹相談支援センターは、

後方支援を行う。

想定される事業所 役割

特定相談支援事業所

障害児相談支援事業所

障がい者基幹相談支援

センター

○緊 急 の連 絡 を受 けたとき、必 要 に

応 じ短 期 入 所 等 のサービス利 用 調 整

を行う。

○短 期 入 所 の支 給 決 定 がされている

対 象 者 については、まずは、本 市 に登

録がある短 期入 所事業 所の中から利

用できる事業所を探す。

○障 がい者 等 の状 態 に応 じて、訪 問

系サービスによる対応も検討する。

○対 象 者 が、障 害 支 援 区 分 の認 定 を

受 けていない等 、短 期 入 所 の利 用 が
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【課 題 】

短 期入所の支給決定がされている対象者については、短期入

所が利用できる可能性があるが、そうでない方については、民間宿

泊施設や対象者が身近な通所施設で過ごすことが必要になる場

合があるが、詳細はまだ未検討 。

⑶ 体験の機会 ・場

施設 、病院等から地域への移行 、親元からの自立等にあたり、

障害福祉サービスによるグループホームの体験利用 （市独自施策

「地域生活体験訓練事業 」の並行実施あり）を行 う。

困 難 な場 合 は、宿 泊 施 設 や本 人 が通

所する事業所へ相談する。

短期入所事業所

訪問系サービス事業所

医療機関

相 談 支 援 事 業 所等 から要 請 があった

場合 、できる限り協力する。

想定される事業所 役割

特定相談支援事業所

障害児相談支援事業所

一般相談支援事業所

○病 院 、施 設 からの地 域 移 行 や親 元

から自 立 したい旨 の相 談 が合 った場

合に、共 同 生 活援 助 等の障 害福 祉 サ

ービスの体験用の利用調整を行う。

・必 要 に応 じて、市 の独 自 施 策 である

「地 域 生 活 体 験 訓 練 事 業 」を活 用 す

る。

共同生活援助事業所 ○相 談 支 援 事業所等 から要 請があっ
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【課 題 】

グループホームについて、体験利用のために、常に空床としてお

くことは、法人経営上の観点から、難 しい現状がある。

⑷ 専門的人材の確保 ・養成

基幹相談支援センターにおいて、専門性の高い相談支援を行う

ことができる体制を確保するほか、地域の相談支援事業所の相談

支援専門員の実習の受け入れを行う。さらに、医療的ケア児等コ

ーディネーターを中心とし、医療的ケアが必要な人への相談支援

体制を確保します。

【課題 】

医療的ケアや行動障害に対応するヘルパーが不足している。ま

た、医療的ケアが必要な人への支援体制整備が不十分である。

⑸ 地域の体制づくり

地域の相談支援から抽出した課題について、長久手市障がい

者自立支援協議会において解決にむけた協議を行い、地域の体

制づくりを進める。また、令和 ３年度から、相談者の世代 、相談内

た場合 、できる限り協力する。

想定される事業所 役割

障がい者基幹相談支援

センター

医 療 的 ケアが必 要 な人 、行 動 障 害 の

ある人 、高 齢 化 に伴 い重 度 化 した障

害のある方に対し、専門的な対応がで

きる体制を確保する。
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容等に関わらず、包括的に相談を受け止め、各分野における相談

支援を一体的に捉え、関係機関と連携した重層的な支援体制づ

くりに取り組んでいます。

【課題 】

事業所同士のネットワーク及び障害福祉に関する社会資源 （サー

ビス提供事業所 ）が不十分である。

４ 事業所登録手続き

以下の流れに沿って手続きをしてください。

⑴ 拠点等の機能を担う事業所は、前項に掲げる各種機能のうち

実施する機能に係る内容を運営規程に規定してください。

⑵ 下記の届出書類を市役所福祉課に提出してください。

・長久手市地域生活支援拠点等登録申請書 (様式第 1号 )

・変 更後の運営規程の写 し

※ 指 定 特定 相 談支 援 事 業 所については、障 害 者 総 合支 援 法第 ５１条

の２５第 ３項の規定に基づく変更の届出が必要 となります。

⑶ 市が審査し、登録通知書を送付 します。さらに、長久手市地域

生活支援拠点登録名簿に登載し、ホームページで公開します。

想定される事業所 役割

すべての事業所

障がい者基幹相談支援

センター

○個 別 の相 談 支 援 を通 じて、地 域 課

題を抽出する。

○障 がい者 自 立 支 援 協 議 会 に参 加

し、地 域 課 題 の解 決 に向 けた取 組 を

行う。
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５ 事 業 所登録により算定が可能 となる加算

⑴ 特定相談支援事業所 ・障害児相談支援事業所が対象の加算

ア 地域生活支援拠点等相談強化加算 ７００単位／回

地 域 生 活支 援 拠 点 等 である相 談 支 援 事業 所 の相 談 支 援専

門 員が、コーディネーターの役 割 を担 うものとして相 談 を受 け、

連 携する短期入所事業所への緊急時の受入れの対応を行った

場 合に算定 （短 期入所事業所への受入れ実績 （回数 ）に応 じて、

月 ４回を限度に算定 ）

イ 地域体制強化共同支援加算 ２，０００単位／回

（月 １回を限度 ）

地 域 生 活 支 援 拠 点 等 である相 談 支 援 事 業 所 の相 談 支 援 専

門 員 が、支 援 困 難 事 例 等 についての課 題 検 討 を通 じ、情 報 共

有を行い、他 の福祉サービス等 の事業者 と共同で対応 し、協 議

会に報告 した場合

⑵ 地域移行支援事業所が対象の加算

ア 体験利用加算

障害 福祉サービス事 業の体験的 な利用支援 を行 った場合 に、

１５日以内に限り算定

(ｱ) 初 日から５日目まで ５００単位／日

＋５０単位／日 （地域生活支援拠点等の場合 ）

(ｲ) ６日 目から１５日目まで ２５０単位／日

＋５０単位／日 （地域生活支援拠点等の場合 ）

イ 体験宿泊加算 （Ⅰ）

一人暮らしに向けた体験的な宿泊支援を行った場合

３００単位／日
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＋５０単位／日 （地域生活支援拠点等の場合 ）

※ 体験型宿泊加算 （Ⅱ）と合計して１５日以内に限り算定

ウ 体験宿泊加算 （Ⅱ）

夜 間 及 び深 夜 の時 間 を通 じて必 要 な見 守 り等 の支 援 を行

い、一人暮らしに向けた体験的な宿泊支援を行った場合

７００単位／日

＋５０単位／日 （地域生活支援拠点等の場合 ）

※ 体験型宿泊加算 （Ⅰ）と合計して１５日以内に限り算定

⑶ 日 中 活 動 系 サービス事 業 所 （生 活 介 護 、自 立 訓 練 、就 労 移

行支援 、就労継続支援 Ａ型 、就労継続支援 Ｂ型 ）が対象の加算

ア 体験利用支援加算

地域移行支援における障 害福祉サービス事 業の体験利用

を行った場合に、１５日以内に限り算定

(ｱ) 初 日から５日目まで ５００単位／日

＋５０単位／日 （地域生活支援拠点等の場合 ）

(ｲ) ６日目から１５日目まで ２５０単位／日

＋５０単位／日 （地域生活支援拠点等の場合 ）

⑷ 施設入所支援事業所が対象の加算

体験宿泊支援加算 １２０単位／日

地域移行支援における体験宿泊を支援した場合に算定

⑸ 居宅介護 、重度訪問介護 、同行援護 、行動援護 、重度障害者

等包括支援事業所が対象の加算

緊急時対応加算の上乗せ

＋５０単位／回 （地域生活支援拠点等の場合 ）

※緊急時対応加算を算定した場合に上乗せ

⑹ 自立生活援助 、地域定着支援事業所が対象の加算

緊急時支援加算 （Ⅰ）・緊 急時支援費 （Ⅰ）の上乗せ
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＋５０単位／日 （地域生活支援拠点等の場合 ）

※自立生活援助における緊急時支援加算 （Ⅰ）又は地域定着

支援における緊急時支援費 （Ⅰ）を算定した場合に上乗せ

⑺ 短期入所 、重度障害者等包括支援事業所が対象の加算

短期入所を行った場合の加算

＋１００単位／日 （地域生活支援拠点等の場合 ）

※緊急時の受入れに限らず、短期入所のサービス利用の開始

日に加算

※重度障害者等包括支援で実施する短期入所を含む

⑻ 加算手続きにおける留意事項

加 算 を算 定 する場 合 、市 が発 行 する登 録 通 知 書 を根 拠 とし

てください。
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長久手市地域生活支援拠点等事業実施要綱

(趣旨 )

第１条 この要綱は、障害福祉サービス等及び障害児通所支援

等の円滑な実施を確保するための基本的な指針（平成２９年

厚生労働省告示第１１６号）に基づき、障がい児者の重度化

及び高齢化並びに「親亡き後」を見据え、障がいを有する者

が住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、地域の事業者が

有する機能を発揮し、分担しあいながら総合的な支援を行う

体制の整備を推進し、地域全体で障がい者等を支えるサービ

ス提供の整備を図るため、長久手市地域生活支援拠点等事業

(以下「事業」という。 )について、必要な事項を定めるもの

とする。

(実施主体 )

第２条 この事業の実施主体は、長久手市とする。ただし、次

の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 機 関 が そ の 一 部 又 は 全 部 を 担 う

ことができる。

⑴ 指定障害福祉サービス事業所

⑵ 指定障害者支援施設

⑶ 指定一般相談支援事業所

⑷ 指定特定相談支援事業所

⑸ 指定障害児通所支援事業所

⑹ 指定障害児相談支援事業所

⑺ 基幹相談支援センター

(対象者 )

第３条 この事業の対象となる者は、障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律 (平成 17 年法律第 123
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号。以下「法」という。)第４条第１項に規定する障害者又は

同条第２項に規定する障害児であり、次に掲げるものとする。

⑴ 市内に在住する者

⑵ 市が自立支援給付の実施主体である市外に在住する者

⑶ その他市長が特に必要と認める者

(事業内容 )

第４条 事業内容は、次に掲げるものとする。

⑴ 相談に関すること。

⑵ 緊急時の受入れ及び対応に関すること。

⑶ 体験の機会及び場の提供に関すること。

⑷ 専門的人材の確保及び養成に関すること。

⑸ 地域の体制づくりに関すること。

(地域生活支援拠点等の機能を担う事業所の登録等 )

第５条 地域生活支援拠点等事業所は、長久手市地域生活支援

拠点等登録（変更・廃止）申請書 (様式第 1 号 )に運営規程を

添えて、市長に申請を行うものとする。

２ 市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、

適当と認めたときは、地域生活支援拠点等事業所として登録

し、地域生活支援拠点等事業所登録（変更・廃止）通知書（様

式第２号）により当該事業所に通知するものとする。

３ 市長は、前項の規定により登録した地域生活支援拠点等事

業所（以下「拠点機能事業所」という。）を長久手市地域生活

支援拠点等事業所名簿 (様式第３号 )に記載するものとする。

４ 拠点機能事業所は、登録の内容に変更が生じたとき又は当

該登録を廃止するときは、速やかに地域生活支援拠点等事業

所登録（変更・廃止）申請書（様式第１号）により市長に届

提出するものとする。
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（拠点機能事業所の責務）

第 ６ 条 拠 点 機 能 事 業 所 は 別 に 定 め る 地 域 生 活 支 援 拠 点 等 に

係る加算の算定について、その趣旨や担う役割を十分に理解

し、適切な運用を図るよう留意しなければならない。

(遵守事項 )

第７条 拠点機能事業所は、第４条に掲げる事業の実施に際し、

利 用 者 及 び そ の 家 族 の 権 利 擁 護 に 十 分 留 意 し な け れ ば な ら

ない。

２ 拠点機能事業所の職員又は職員であった者は、業務上知り

得た利用者及びその家族の個人情報については、個人情報の

保護に関する法律 (平成 15 年 法律第 57 号 )その他関係法令等

を遵守し、適正に取り扱わなければならない。

３ 拠点機能事業所は、実施した事業内容の記録を作成し、作

成した年度の翌年度から起算して５年間保存し、市から求め

があった場合は提出しなければならない。

（評価）

第８条 市長は、第４条に掲げる事業について、本市が設置す

る法第８９条の３第１項に規定する協議会（以下「協議会」

という。）において年１回以上運用状況を検証するものとす

る。

(その他 )

第９条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施にあたって

必要な事項は、協議会における協議を踏まえ、市長が別に定

めるものとする。

附 則

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。



様式第１号（第５条関係）

年 月 日

（あて先）長久手市長

所 在 地

申請者

（設置者）名 称

代表者名

長久手市地域生活支援拠点等事業所登録（変更・廃止）申請書

長久手市地域生活支援拠点等事業実施要綱の規定により、拠点事業を行う事業所として登

録（変更・廃止）したいので、次のとおり関係書類を添えて申請します。

申 請 区 分 １ 登録 ２ 変更 ３ 廃止

事 業 所 の 名 称

事業所の所在地

〒

事業所の連絡先

電話番号

ファックス番号

メールアドレス

事 業 所 番 号

事 業 の 種 類

地域生活支援拠点

等として担う機能

① 相談 ② 緊急時の受入れ・対応 ③ 体験の機会・場

④ 専門的人材の確保・要請 ⑤ 地域の体制づくり

（担う機能に〇を付けてください。）

開 始 （ 予 定 ）

年 月 日
年 月 日



様式第２号（第５条関係）

年 月 日

様

長久手市長 □印

長久手市地域生活支援拠点等事業所登録（変更・廃止）通知書

年 月 日付けで申請のあった長久手市地域生活支援拠点等事業所登録（変更・

廃止）について、長久手市地域生活支援拠点等事業実施要綱第５条第２項の規定により、拠

点事業を行う事業所として登録（変更・廃止）したので通知します。

事 業 所 の 名 称

事業所の所在地

〒

電話番号

事 業 所 番 号

事 業 の 種 類

地域生活支援拠点

等として担う機能

① 相談 ② 緊急時の受入れ・対応 ③ 体験の機会・場

④ 専門的人材の確保・要請 ⑤ 地域の体制づくり

開始（変更・廃止）

年 月 日
年 月 日



様式第３号（第５条関係）

長久手市地域生活支援拠点等事業所登録名簿

① 相談 ② 緊急時の受入れ・対応 ③ 体験の機会・場 ④ 専門的人材の確保・養成 ⑤ 地域の体制づくり

No. 名称 所在地 電話番号 事業所番号 事業の種類

地域生活支援拠点等

として担う機能 その他

① ② ③ ④ ⑤

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20


